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用語の解説

旭川地域別（旭川市地域図）

建築申請
確認申請 個人，会社，法人など民間建築主が提出する建築申請

計画通知 国，都道府県，市町村など官公庁が提出する建築申請

指 定 確 認 検 査 機 関
建築基準法に基づき，建築確認や検査を行う機関として国土交通大臣や都道府県知事から指定さ
れた民間の機関

法

区

分

１ 号 特殊建築物（2００㎡を超える不特定多数の人が集まる特別な用途）

２ 号 木造で３階以上の階数，又は５００㎡を超える大規模な建築物

３ 号 木造以外で２階以上の階数，又は２００㎡を超える建築物

４ 号 １～３号以外で一般の小規模な建築物

設 備 エレベーター，エスカレーターなど

工 作 物 煙突，広告塔など

共同住宅
木 造 共同住宅で木造のもの

そ の 他 共同住宅で木造以外のもの

地 区 条 ・ 丁 目 等

西

宮下通～９条通１～５丁目
２条西～９条西１～９丁目
曙１条～曙３条１～８丁目
曙北２条・３条５～８丁目
亀吉１条～亀吉３条１～３丁目

中 央
宮下通～１０条通６～１０丁目
常盤通，中常盤町
上常盤町，常磐公園

大 成
宮下通～１０条通１１～１６丁目
宮前１条１～２丁目・宮前２条１～３丁目

東
宮下通～１１条通１７～２６丁目，宮前１条３～５丁目
豊岡１条～豊岡１５条１～４丁目，東光１条～東光１８条１～４丁目
南１条通～南９条通１７～２６丁目，旭神町，旭神１条～旭神３条１～５丁目

新 旭 川
東１条～東８条１～１１丁目，パルプ町１条～パルプ町３条
新富１条～新富３条１～３丁目，大雪通，金星町，新星町１～５丁目

北 星
旭町１条・２条，大町１条～大町３条，川端町１条～川端町７条
花咲町１～７丁目，近文町，本町，旭岡，錦町，緑町，北門町

春 光
春光町，春光１条～７条１丁目～９丁目
末広東１条～末広東３条１～３丁目，末広１条～末広８条１～３丁目
住吉４条～７条１丁目・２丁目，字近文５線～８線，春光台１条～５条１～５丁目

永 山
永山町１～１６丁目，流通団地１条～流通団地４条，永山１条～永山１４条
永山北１条～永山北４条，秋月１条～秋月３条

神 居
神居１条～神居９条，忠和，忠和１条～忠和８条，高砂台１～８丁目，台場，台場１条～４条，
台場東１～４丁目，南が丘１～３丁目，富沢，雨紛，神岡，豊里，共栄

神 楽
神楽１条～神楽７条，西神楽，神楽岡１条～神楽岡１６条，緑が丘１条～５条
千代ヶ岡，神楽岡，緑が丘東，緑が丘南，西御料1条～5条1丁目～3丁目，神楽岡公園

東 旭 川
豊岡１条～豊岡１６条５～１１丁目，東光１条～東光２７条５～１０丁目
東旭川北１条～東旭川北３条，東旭川南１・２条，東旭川町，工業団地

東 鷹 栖
末広東１条～末広東３条４～１４丁目，末広１条～末広８条４～１５丁目
東鷹栖１条～東鷹栖４条１～６丁目，東鷹栖東１条～東鷹栖東３条１～６丁目
春光台１条～春光台５条６～１２丁目

江 丹 別 嵐山，中園，共和，芳野，清水，西里，拓北，富原，中央，春日
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１ 旭川市建築行政資料

（１）建築行政統計年度別総括

種 類 / 年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

人 口
335,323

平成31年4月1日現在
332,610
令和2年4月1日現在

329,822
令和３年4月1日現在

326,057
令和4年4月1日現在

322,527
令和5年4月1日現在

世帯数
177,326

平成31年4月1日現在
177,602
令和２年4月1日現在

177,864
令和３年4月1日現在

177,715
令和4年4月1日現在

177,474
令和5年4月1日現在

確認申請処理件数 (1～３号) 203 199 154 147 131

確認申請処理件数 (４号) 1,113 1,122 1,221 1,232 1,023

確認申請処理件数 (設 備) 23 22 46 26 24

確認申請処理件数 (工作物) 26 39 29 31 20

計画通知処理件数 (1～３号) 4 3 8 2 6

計画通知処理件数 (４号) 11 11 6 4 4

計画通知処理件数 (設 備) 3 6 10 1 7

計画通知処理件数 (工作物) 0 0 0 0 0

計画変更申請処理件数 (建築物) 182 179 159 148 138

構造計算適合性判定件数 (建築物) 8 21 11 12 15

中間検査合格証交付件数 (建築物) 4 10 2 5 9

検査済証交付件数 (建築物) 1,239 1,282 1,332 1,352 1,218

取りやめ届件数 11 10 18 12 8

検査済証を交付できない旨の通知書交付件数 46 41 20 18 10

仮使用認定申請件数（注１） 9 5 6 4 ６

長期優良住宅認定申請件数 123 168 206 208 167

低炭素建築物新築等計画認定申請件数 13 23 19 71 59

道路位置指定件数 (法第42条第1項第5号) 4 0 1 0 ０

道路位置指定変更件数 (法第42条第1項第5号) 1 0 3 4 ０

道路位置指定廃止件数 (法第42条第1項第5号) 0 5 3 2 ０

北海道福祉のまちづくり条例指導助言件数 219 203 189 179 148

建築審査会開催回数 2 1 1 0 1

公開聴取会開催回数 3 0 0 0 0

建設リサイクル法届出件数 703 765 675 847 659

建設リサイクル法通知件数 193 153 206 235 211

建築物省エネルギー法届出件数 77 93 77 60 40

確認台帳記載証明書交付件数 1,904 1,844 1,861 2,160 2,403

特定空家等の年度別件数（累計） 693 681 583 607 604
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３ 旭川市助成制度関連

（１）旭川市住宅耐震診断補助事業取扱件数及び補助金額

（２）旭川市住宅耐震改修補助事業取扱件数及び補助金額

（３）旭川市木造住宅無料耐震診断取扱件数

（４）旭川市アスベスト対策事業補助事業取扱件数及び補助金額

（５）旭川市不良空き家住宅除却費補助制度取扱件数及び補助金額

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

補助額（千円） 0 89 0 0 0
申 請 件 数 0 1 0 0 0
補 助 件 数 0 1 0 0 0

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

補助額（千円） 0 329 0 0 0

申 請 件 数 0 1 0 0 0

補 助 件 数 0 1 0 0 0

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

申 請 件 数 1 0 0 4 2

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

補助額（千円） 231 0 133 1,820 1,200
補 助 件 数 1 0 1 5 1

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

補助額（千円） 766 796 853 600 600
補 助 件 数 3 3 3 2 2



9

４ 許可・承認・認定

（１）許可件数

条 項 ＼ 年 度 平成30年度
令和元年度
(平成31年度) 令和2年度 令和3年度 令和4年度

法 第43条 第 2 項 第 2 号 4 3 ２ 2 1
法 第44条 第 1 項 0 1 ０ 0 0
法 第47条 0 0 ０ 0 0

法 第48条

第 1 項 0 0 ０ 0 0
0第 2 項 1 0 ０ 0 0

第 3 項 0 0 ０ 0 0
第 4 項 0 0 ０ 0 0
第 5 項 0 0 ０ 0 0
第 6 項 0 0 ０ 0 0
第 7 項 0 0 ０ 0 0
第 9 項 1 0 ０ 0 0
第 1 0 項 0 0 ０ 0 0
第 1 1 項 0 0 ０ 0 0
第 1 2 項 0 0 ０ 0 0
第 1 3 項 1 0 ０ 0 0

法 第51条 0 1 1 0 0

法 第52条
第 1 0 項 0 0 ０ 0 0
第 1 1 項 0 0 ０ 0 0
第 1 4 項 0 0 ０ 0 0

法 第55条 第 3 項 0 0 ０ 0 0
法 第56条の2 第 1 項 0 0 ０ 0 0
法 第59条の2 第 1 項 0 0 ０ 0 0

法 第85条
第 3 項 0 0 1 0 1
第 6 項 2 2 1 2 1

地区計画条例 0 0 ０ 0 0
合 計 9 7 5 4 3
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（２）認定取扱件数

（注）カッコ内は平成27年6月1日以降の指定確認検査機関による内数の件数を示す

事 項 ＼ 年 度 平成30年度
令和元年度
(平成31年度) 令和2年度 令和3年度 令和4年度

法 第７条の６
(仮使用認定)

特 定 行 政 庁 4 1 1 2 3
建築主事等（注） 4 (3) 2 (1) 3 (2) 2 (1) 2 (2)

法 第１８条 第２４項
(仮使用認定)

特 定 行 政 庁 1 2 1 0 0
建 築 主 事 0 0 1 0 1

法 第４３条第２項第１号 (接道認定) 0 0 0 1 1
法 第５５条・第２項 (高さ認定) 0 0 0 1 0
法 第７３条 (建築協定認定) 0 0 0 0 0

法 第８６条
第 １ 項 (一団地認定) 0 0 0 0 0
第 ２ 項 (連担認定) 0 0 0 0 0
合 計 9 5 6 5 6
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５ 建築防災・違反

（１）特殊建築物防災査察件数

（２）定期報告対象建築物件数

年 度 平成30年度 令和元年度
(平成31年度) 令和2年度 令和3年度 令和4年度

査察を実施した建築物数 35 39 1 0 30

改善を指摘した建築物数 25 26 1 0 22

改善指示書，勧告書等の交付件数 2 5 1 0 17

用途又は対象物
報告
時期

令和4年度 令和5年度

対象件数 報告件数 対象予定

特
殊
建
築
物

劇場・映画館・観覧場・公会堂・集会場 ３年毎 0 0 15

病院・診療所・老人ホーム・児童福祉施設 〃 248 202 0

旅館・ホテル 〃 0 0 0

下宿・共同住宅・寄宿舎 〃 0 0 432

学校・体育館 〃 20 19 0

ボーリング場・スポーツの練習場 〃 0 0 0

百貨店・マーケット等物販販売店舗 毎年 140 129 143

キャバレー・カフェー・ナイトクラブ・バー
ダンスホール・遊技場・飲食店・公衆浴場

〃 109 80 110

事務所・その他これに類するもの ３年毎 0 0 0

合 計 517 430 700

建
築
設
備

換気設備 毎年 458 397 463

排煙設備 〃 99 84 100

非常用照明装置 〃 1,076 875 1,092

防災設備 〃 338 265 340

合 計 1,971 1,621 1,995

昇
降
機

エレベーター 毎年 1,552 1,507 1,574

エスカレーター 〃 148 146 149

いす式階段昇降機 〃 24 23 24

小荷物専用昇降機 〃 128 121 129

遊戯施設 〃 0 0 0

合 計 1,852 1,797 1,876
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（３）市有建築物耐震化状況
旭川市内にある既存建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するため，平成20年8月11日に旭川市耐震改
修促進計画を策定しました。

ア 市有建築物耐震化率

イ 市有建築物耐震診断及び耐震改修実施棟数

（注1）建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第1号の用途区分や規模要件に該当する建築物
（注2）旭川市の地域防災計画で指定している避難所（多数の者が利用する建築物を除く。）

年 度 平成30年度
令和元年度
(平成31年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

多数の者が利用す
る
建築物（注１）

対象建築物 (棟) 249 246 245 244 242

耐震性あり (棟) 227 227 227 226 226

耐震化率 (％) 91.2 92.3 92.7 92.6 93.4

避難所（注２）
対象建築 (棟) 30 30 30 35 35

耐震性あり (棟) 24 24 24 29 29

耐震化率 (％) 80.0 80.0 80.0 82.9 82.9

全 体

対象建築物 (棟) 279 276 275 279 277

耐震性あり (棟) 251 251 251 255 255

耐震化率 (％) 90.0 90.9 91.3 91.4 92.1

年 度 平成30年度
令和元年度
(平成31年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

耐
震
診
断
実
施
棟
数

多数の者が利用
する建築物
（注１）

学 校
校 舎 0 1 0 0 0

体 育 館 0 0 0 0 0

学 校 以 外 0 0 0 0 0

避難所（注２）
学 校

校 舎 0 1 0 0 0

体 育 館 0 1 0 0 0

学 校 以 外 0 0 0 0 0

合 計 0 3 0 0 0

耐
震
改
修
実
施
棟
数

多数の者が利用
する建築物

学 校
校 舎 0 0 0 0 0

体 育 館 0 0 0 0 0

学 校 以 外 0 0 0 0 0

避難所
学 校

校 舎 0 0 0 0 0

体 育 館 0 0 0 0 0

学 校 以 外 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0
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（４）違反建築物及び是正措置年度別件数

違反条項 ＼ 年 度 平成30年度
令和元年度
(平成31年度) 令和２年度 令和３年度 令和４年度

違
反
建
築
物
件
数

法 第89条 （未表示） 20 17 12 11 8

法 第6条 （確認申請） 3 4 1 0 1

法 第43・44条 （道路） 0 0 0 0 0

法 第48条 （用途地域） 1 1 0 0 1

法 第52条 （容積率） 0 0 0 0 0

法 第53条 （建ぺい率） 0 0 0 0 1

法 第56条 （高さ） 0 1 0 0 0

法第61条 （防火・準防火） 1 1 0 0 0

その他 5 1 2 0 4

合 計 30 25 15 11 15

是
正
措
置
件
数

法
第
９
条

第2項 （通知） 0 0 0 0 0

第1項 （命令） 0 0 0 0 0

第7項 （命令） 0 0 0 0 0

第10項 （命令） 0 0 0 0 0

行政指導 30 25 15 11 15

合 計 30 25 15 11 15
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６ 旭川市建築行政組織

（１）建築部行政組織及び事務分掌
令和5年4月1日現在

⑴ 建築行政の企画及び調整に関すること。

⑵ 建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく建築確認申請の審査及び検査，違反建築物
に対する措置，建築物の許可及び認定等に関すること。

⑶ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成7年法律第123号）に基づく建築物の耐震化
に関すること。

⑷ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）に基づく解体工
事等の再資源化に係る届出，指導等に関すること。

⑸ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）に基づく
特定建築物の認定，指導等に関すること。

⑹ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に基づく長期優良住宅
の認定，指導等に関すること。

⑺ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）に基づく低炭素建築物の認
定，指導等に関すること。

⑻ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）に基づく建築
物のエネルギー消費精能に係る届出，指導等に関すること。

⑼ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）に基づく，特定空家等の
調査，措置等に関すること。

建 築 部

建築総務課

市営住宅課

公共建築課

設 備 課

建築指導課
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（２）建築指導課・組織（人数）
令和5年4月1日現在

（３）旭川市建築審査会委員
令和5年4月1日現在
※五十音順 敬称略

技術職員 事務職員 計 建築主事 監視員

課 長 1 1 1 1

主 幹 1 1

課長補佐 1 1 1 1

主 査 6 1 7 1

係 員 9 9

合 計 18 1 19 3 2

法 律 太 田 寛 章 弁 護 士

建 築 笠 木 元 太 旭川工業高等学校教諭

公衆衛生 升 田 由 美 子 旭 川 医 科 大 学 教 授

経 済 横 手 章 子 税 理 士

建 築 渡 辺 宏 二 東 海 大 学 教 授


